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富士見村の「用途地域の指定のない区域」における

建築形態規制の変更（案）について

１．白地地域の建築形態規制について

平成１２年５月１９日に「都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成１２年

法律第７３号。以下「改正法」といいます。）」が公布され、平成１３年５月１８日に施行さ

れました。

改正法の経過措置により、特定行政庁（※１）は平成１６年５月１７日までに、都市計画

区域のうち用途地域の指定のない区域（以下「白地地域」といいます。）の容積率制限、建ぺ

い率制限、斜線制限等の数値（以下「建築形態規制（※２）」といいます。）を決定すること

とされ、群馬県が管轄する白地地域については、平成１６年５月１７日から新しい建築形態

規制を施行しています。同様に、特定行政庁である前橋市においても同市白地地域の建築形

態規制を決定し、平成１６年４月１日から施行しています。

平成１６年に決定した建築形態規制は、下表のとおりです。

［富士見村と前橋市の建築形態規制の比較表（平成１６年決定）］

建築形態規制 富士見村 前橋市

容積率制限 ２００％ 同左

前面道路による

容積率の制限

（３ページ参照。）

０．６ ０．４

建ぺい率制限 ７０％ 同左

隣地斜線制限
勾配２．５

加える高さ３１ｍ
同左

道路斜線制限 勾配１．５ 同左

２．富士見村の白地地域における建築形態規制の変更（案）について

富士見村と前橋市は、平成２１年５月５日に合併する予定ですが、前橋市・富士見村合併

協議会において、合併後の富士見の白地地域の建築形態規制は、まちづくりの見地や建築指

導行政の統一の観点から、現在の前橋市の規制に統一し新市をスタートさせることで協議が

終了し、富士見村長より合併前の特定行政庁である群馬県に対し、富士見村の白地地域の建

築形態規制を下表のとおり変更することについて要望がありまた。

［富士見村の建築形態規制の新旧比較表］

建築形態規制 旧 新（案）

容積率制限 ２００％ 変更なし

前面道路による

容積率の制限
０．６ ０．４

建ぺい率制限 ７０％ 変更なし

隣地斜線制限
勾配２．５

加える高さ３１ｍ
変更なし

道路斜線制限 勾配１．５ 変更なし
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３．富士見村の白地地域の状況について

平成２０年３月３１日現在で、富士見都市計画区域内に市街化調整区域は無く、未線引き

白地地域は、１，８８１ヘクタールあります。また、富士見村の白地地域は低層・低密度の

土地利用であり、同地域の農地全てが農業振興地域となっています。（４ページ参照。）

４．富士見村の白地地域における前面道路による容積率制限の数値の変更について

次の１）から３）により、富士見村長からの要望に基づき同村内の白地地域の規制を強化

することは支障が無いと思われるので、合併前の特定行政庁である群馬県が前面道路による

容積率制限の数値を変更し、前橋市へ引き継ぐものとします。

１）建築形態規制の指定は、特定行政庁が行うものですが、前橋市・富士見村合併協議会に

おいて、まちづくりの見地並びに建築指導行政の統一の観点から、現在の富士見村内の白

地地域における建築基準法第５２条第２項第３号に基づく数値（前面道路による容積率制

限の数値）０．６を０．４に統一した制度で新市をスタートさせることで一致し合併協議

がまとまっていることから、富士見村長及び特定行政庁である前橋市長の意向であること

を尊重します。

２）白地地域における建築形態の状況及び建築物の立地状況を把握するため、平成元年度か

ら平成２０年９月末までに確認済証が交付された物件の前面道路幅員や容積率等の調査

を行った結果、前面道路による容積率制限の数値を０．６から０．４に強化しても既存不

適格建築物に該当する物件はありませんでした。。（５ページ参照。）

３）富士見都市計画区域の白地地域に隣接する用途地域は、近隣商業地域の一つを除き全て

住居系の用途地域です。これら住居系の前面道路の幅員に乗ずる数値は０．４であるから、

指定を０．４へ変更しても隣接地域との連続性及び公平性は保たれています。

なお、前面道路による容積率制限の数値の変更は、平成２１年５月４日を予定しています。

※１「特定行政庁」とは

建築主事（建築確認等の審査を行う者）を置く市の区域については、当該市町（前橋市、

高崎市、桐生市、伊勢崎市、太田市及び館林市）をいい、その他の市町村の区域は群馬県知

事をいいます。

※２「建築形態規制」とは

建築物の容積率制限、建ぺい率制限、高さ制限及び日影制限をいいます。白地地域は、法

改正前の一律制限から、特定行政庁が当該白地地域の土地利用の状況等に応じ、制限値を定

めることとされました。
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■前面道路による容積率の制限とは

建築形態規制のうち容積率は、建築基準法第５２条第１項の規定による数値（富士見村及び

前橋市の白地地域は２００％）と、同法同条第２項の規定による「前面道路による容積率の数

値」の小さい方を容積率の限度とします。

なお、容積率とは、建築物の各階の合計面積（延べ床面積）の敷地面積に対する割合をいい

ます。

容積率（％）＝延べ床面積÷敷地面積×１００

「前面道路による容積率の数値」は、前面道路の幅員が１２ｍ未満であるときに適用され、

前面道路の幅員のメートル数に、特定行政庁が指定する数値（０．４、０．６又は０．８）を

乗じたものとなります。

前面道路による容積率（％）＝前面道路の幅員×（０．４、０．６又は０．８）

※現在、富士見村の白地地域は０．６、前橋市の白地地域は０．４となっており、今回

の変更案は、富士見村の白地地域についても０．４とするものです。

これは、道路幅員の小さい敷地に対しては、より建築物の密度を規制することにより、市街

地環境の悪化を防止することを目的としているためです。

【２階建ての例】

■この敷地の容積率（％）は、（Ｓ１＋Ｓ２）÷Ａ×１００となり、容積率の限度以下にする必要

があります。

・ケース１）前面道路幅員Ｗが４ｍの場合の容積率の限度

①２００％

｝小さい方が容積率の限度 ⇒
容積率の限度

②４ｍ×０．４※＝１６０％ １６０％

※ 現在の０．６の場合は容積率の限度が２００％となり、０．４にすることにより規制

が強化されます。

・ケース２）前面道路幅員Ｗが６ｍの場合の容積率の限度

①２００％

｝小さい方が容積率の限度 ⇒
容積率の限度

②６ｍ×０．４※＝２４０％ ２００％

※ 現在の０．６の場合も容積率の限度は２００％となり、０．４にすることによっても

規制は変わりません。

前面道路による容積率の数値を０．４とした場合

敷地面積 A(㎡)

1 階床面積 S1(㎡)

2 階床面積 S2(㎡)

前面道路幅員 W(m)
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富士見村の白地地域における

建築形態規制（前面道路による容積率制限の数値）の変更による

既存不適格建築物調査表

１．白地地域内の確認件数等

対象：Ｈ元年度～Ｈ２０．９末までに確認済証が交付された物件（※１）

白地地域内の

確認済証交付件数

白地地域内の

計画変更確認済証交付件数（※２）

うち容積率が

１００％以上のもの

うち容積率が

１００％以上のもの

平成 元年度 １８４ ２ － －

平成 ２年度 １８２ １ － －

平成 ３年度 １９９ １ － －

平成 ４年度 ２１９ ２ － －

平成 ５年度 ２６６ ２ － －

平成 ６年度 ２４６ ０ － －

平成 ７年度 ２１６ ０ － －

平成 ８年度 ２５６ １ － －

平成 ９年度 １６８ １ － －

平成１０年度 １７９ ０ － －

平成１１年度 １８９ ０ － －

平成１２年度 １６８ ２ １ ０

平成１３年度 １４３ １ ３ ０

平成１４年度 １４９ １ １０ ０

平成１５年度 １４０ ０ ９ ０

平成１６年度 １５５ １ ７ ０

平成１７年度 ８８ １ ８ ０

平成１８年度 １３１ １ １３ ０

平成１９年度 ７３ ０ ８ ０

平成２０年度(※３) ４２ １ ３ ０

合計 ３，３９３ １８ ６２ ０

※１ データは、建築計画概要書及び建築確認支援システムより抽出しました。

※２ 計画変更確認申請は、平成１２年度からの制度です。

※３ 平成２０年度の件数は、平成２０年９月末時点の件数です。
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２．平成元年から平成２０年９月末までに確認済証が交付されたもののうち、容積率が１０

０％以上となる１８件について、法第５２条第１項第３号（前面道路による容積率制限）

の数値を０．４とした場合の既存不適格（※１）判定表

No 年 度 主 要 用 途

容 積 率

法第 52 条

第 1 項第 1

号による許

容 容 積 率

前面道路

の 幅 員

( m )

法第 52 条

第 1 項第 3

号による許

容 容 積 率

敷地の許容

容 積 率

既 存 不 適 格

の 判 定

(A) (B) (C) (D)

=(C)*0.4

※12m 未満

のみ

(E)

=(B)と(D)の

小さい方

・(A)≦(E)
→既存適格

・(A)＞(E)
→既存不適格

1 H 元 事務所、工場 100% 200% 4.30 172% 172% 既存適格

2 〃
工場、事務所、住

宅
130% 〃 7.20 288% 200% 〃

3 H２ 物置 131% 〃 4.00 160% 160% 〃

4 H３ 倉庫 113% 〃 7.50 300% 200% 〃

5 H４ 共同住宅 107% 〃 6.00 240% 200% 〃

6 〃 店舗併用住宅 106% 〃 9.65 386% 200% 〃

7 H５ 作業所 103% 〃 7.50 300% 200% 〃

8 〃
事務所、ｼｮｰﾙｰ

ﾑ、工場
128% 〃 9.25 370% 200% 〃

9 H８ 一戸建ての住宅 114% 〃 4.20 168% 168% 〃

10 H９ 店舗併用住宅 138% 〃 4.60 184% 184% 〃

11 H１２
工場（自動車修

理工場を除く）
115% 〃 5.50 220% 200% 〃

12 〃 一戸建ての住宅 176% 〃 6.00 240% 200% 〃

13 H１３ 一戸建ての住宅 115% 〃 6.50 260% 200% 〃

14 H１４ 一戸建ての住宅 104% 〃 4.00 160% 160% 〃

15 H１６ 一戸建ての住宅 107% 〃 14.00 - 200% 〃

16 H１７
倉庫業を営まな

い倉庫
119% 〃 8.00 320% 200% 〃

17 H１８ 一戸建ての住宅 124% 〃 9.00 360% 200% 〃

18 H２０ 一戸建ての住宅 108% 〃 5.30 212% 200% 〃

※アンダーラインは、現在の容積率の限度である２００％以下となり、規制が強化されるものです。

※１「既存不適格」とは

現に存する建築物や工事中の建築物が、法律等の施行や改正による新たな規制の発生によ

り、その新たな規制に適合しない「不適格な」部分を生じた状態をいいます。ただし、その

後一定の増改築等を行う場合は、適法な（現行法に合わせる）状態にする必要があります。

既存不適格建築物は、不適格な部分を生じていますが、適法であり違反建築物ではありま

せん。


